３　学校法人（準学校法人）寄附行為変更認可申請書　

	留意事項・関係書類等・根拠法令等


■留意事項

　新旧比較対照表については、新旧条文の変更箇所に朱線を引くこと。
■関係書類

・　新たに私立学校を設置する場合、設置している私立学校に新たに課程を設置する場合又は新たに収益事業を行う場合

　　１　理事会及び評議員会の決議録

　　２　変更後の寄附行為（３部）

　　３　財産目録（様式例４）

　　４　設置する私立学校又は設置する課程等に係る不動産の権利の所属についての登記所の証明書類等（注１）

　　５　不動産その他の主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書（注２）

　　６　当該学校法人の設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図

　　７　寄附行為変更後２年間の事業計画書及びこれに伴う予算書（注３）

　　８　申請年度の前年度の財産目録、貸借対照表及び収支決算書並びに申請年度の予算書

　　９　負債がある場合又は予定する場合は、法人全体の負債償還計画書（様式第３号）

　　10　施設費及び設備費の財源調書（様式第２号）

・　従来設置していた私立学校を廃止する場合、設置している私立学校に置いていた課程を廃止する場合又は従来行なっていた収益事業を廃止する場合

　　１　理事会及び評議員会の決議録

　　２　変更後の寄附行為（３部）

　　３　廃止する私立学校、廃止する課程又は廃止する収益事業に係る財産の処分に関する事項を記載した書類

　　４　財産目録（様式例４）

　　５　寄附行為変更後２年間の事業計画書及びこれに伴う予算書

・　従来設置していた私立学校又は設置していた課程を廃止し、その職員組織を基に、当該学校法人が他の私立学校又は他の課程を設置する場合

　　１　理事会及び評議員会の決議録

　　２　変更後の寄附行為（３部）

　　３　財産目録（様式例４）

　　４　当該学校法人の設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図

　　５　施設費及び設備費の財源調書（様式第２号）

　　６　負債を予定する場合は、法人全体の負債償還計画書（様式第３号）

　・その他の場合

　　１　理事会及び評議員会の決議録

　　２　変更後の寄附行為（３部）

　　　（注１）　当該変更に係るもののみとすること。財産目録又は寄附申込書に添付すること。

　　　（注２）　当該変更に係るもののみとすること。財産目録又は寄附申込書に添付すること。

　　　（注３）　変更後２年間の校地、校舎、校具、教具等の整備充実等の計画について記入すること。

■根拠法令等

　私法45①、私施細４

（様式例４）

	

	財　　　産　　　目　　　録
	（　　　年　月　日現在）

	

	資　産　総　額
	金　　　　　　　円

	　　内　訳　(1)　基本財産
	金　　　　　　　円

	　　　　　　(2)　運用財産
	金　　　　　　　円

	
	

	負　債　総　額
	金　　　　　　　円

	
	

	正　味　財　産
	金　　　　　　　円

	
	

	１　資　産
	

	　(1)　基本財産
	円

	　　ア　校地（校舎敷地、屋外運動場、実験実習地、寄宿舎敷地等）

	　　　　　　　　　　㎡
	円（別紙登記簿謄本及び価格評価書のとおり）

	　　イ　校舎（寄宿舎含む。）（注１）

	　　　　　　　　　　㎡
	円（別紙登記簿謄本及び価格評価書のとおり）

	　　　　建設仮勘定
	円（別紙証明書のとおり）

	　　ウ　図書（注２）　

	　　　　　　　　　　冊
	円（別紙内訳書及び価格評価書のとおり）

	　　エ　校具教具及び備品（注３）

	　　　　　　　　　　点
	円（別紙内訳書及び価格評価書のとおり）

	　　オ　基本財産整備積立金
	

	
	円（別紙証明書のとおり）

	
	

	　(2)　運用財産　
	円

	　　ア　預金、現金（注4）
	

	
	円（別紙銀行及び理事長、監事の証明書のとおり）

	　　イ　積立金
	

	
	円（別紙銀行の残高証明書のとおり）

	　　ウ　有価証券
	

	　　　　　　　　　　株
	円（別紙信託銀行の残高証明書のとおり）

	　　エ　不動産
	

	　　　　土地　　　　㎡
	円（別紙登記簿謄本及び価格評価書のとおり）

	　　　　建物　　　　㎡
	円（別紙登記簿謄本及び価格評価書のとおり）

	　　オ　貯蔵品　
	

	　　　　事務用品教材用品
	円（別紙理事長、監事の証明書及び価格評価書の

	
	とおり）

	　　　　建築用材
	円（別紙理事長、監事の証明書及び価格評価書の

	
	とおり）

	　　カ　未収金
	円（別紙理事長、監事の証明書のとおり）

	　　キ　前払金
	円（別紙理事長、監事の証明書のとおり）

	
	

	２　負債
	円

	　(1)　固定負債
　　ア　学校債
	円
円

	　　　　　　　　　　口
	円（別紙理事長、監事の証明書のとおり）

	　　イ　長期借入金
	円（別紙理事長、監事、銀行（組合）の証明書の

	
	とおり）

	　(2)　流動負債
	円

	　　ア　短期借入金
	円（別紙銀行の証明書のとおり）

	　　イ　未払金
	円（別紙銀行（組合）の証明書のとおり）

	　　ウ　前受金
	円

	
	

	３　借用財産
	

	　(1)　校　地
	㎡（別紙貸借契約書（公正証書）のとおり）

	　(2)　校舎等建物
	㎡（別紙貸借契約書（公正証書）のとおり）

	
	


（Ａ４）

（留意事項）

１　この記載例は、一般的な例を示したものである。

２　登記簿謄本、預金証明書及び価格評価書については、寄附申込書に添付すること。

３　各種価格評価書については、十分な資格を有する者の作成したものであること。

（注１）　校舎等が建築途上にある場合は、当該工事請負契約書及び建築の状況を明らかにする写真を添付すること。

（注２）　内訳明細書を別紙に作成すること。

（注３）　内訳明細書を別紙に作成すること。

（注４）　預金については銀行の、現金については理事長及び監事の証明書を添付すること。

様式第２号（第２条、第４条、第10条、第11条関係）
施設費及び設備費の財源調書（　　年　月　日現在）

	年度別
	事業　　

区分
	数量
	事業

費額
	財　　源　　の　　内　　訳
	備考

	
	
	
	
	自　己　資　金
	寄附金
	学校債
	借入金
	その他
	

	
	
	
	
	積立金
	剰余金
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（Ａ４）

備考１　学校の設置（課程等の設置・新たな収益事業の開始・組織の変更）のための全体計画について事業費及び財源の内訳を年度ごとに記載してください。

　　２　寄附金については、学生、父兄、後援会、会社等の寄附者別の金額を備考欄に記載してください。

　　３　借入金については、借入先、借入年月日、償還期間、利率、抵当物件等を備考欄に記載してください。
様式第３号（第２条、第４条、第10条、第11条関係）

法人全体の負債償還計画書

	区分
	借入

先＿　　　
	借入

金額
	借　　入　　金　　償　　還　　計　　画
	備考

	
	
	
	年月日
までの償還　　額
	　年度

(申請

年度)
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	

	既設校のための負債
	
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	
	
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	
	
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	小　計
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	新設校のための負債
	
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	
	
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	
	
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	小　計
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	合　計
	
	(　　　)
	(　　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	(　　)
	

	償還財源の内訳
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（Ａ４）

備考１　法人全体についての負債（将来予定している負債を含む。）償還計画を年度ごとに記載してください。

２　括弧内には当該年度分の利息の額を別計で記載してください。

３　償還財源の内訳欄には、償還年度ごとに償還財源の内訳を詳細に記載し、その確実性を明らかにすること。

４　備考欄には、借入年月日、償還期間、利率、抵当物件等を記載してください。

５　新設校のための負債の項には、課程等の設置に伴い負債を予定する場合は課程等の設置のための負債を、新たな収益事業の開始に伴い負債を予定する場合は新たな収益事業の開始のための負債を、組織の変更に伴い負債を予定する場合は組織の変更のための負債を記載してください。
様式第５号（第４条、第10条関係）

　　年　月　日　　
　　　岩手県知事　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人又は準学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の住所及び名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏名　　　　　　

学校法人（準学校法人）寄附行為変更認可申請書印
　　学校法人（準学校法人）　　　　の寄附行為を変更したいので、関係書類を添えて、認可を申請します。
　１　寄附行為変更の条項
　　新旧比較対照表
	新
	旧

	
	


　２　変更の事由
　備考　１及び２については、別紙として添付しても差し支えありません。
　　（Ａ４）
 （様式例）

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

年3月31日現在（学校法人の名称）

	資　　産　　の　　部
	金　額
	負債及び純資産の部
	金　額

	
	円
	円
	
	円
	円

	運用財産
	
	
	流動負債
	
	

	　現金
	○○
	
	　短期借入金
	○○
	

	　預貯金
	○○
	
	　未払金
	○○
	

	　積立金
	○○
	
	　前受金
	○○
	

	　有価証券
	○○
	
	　預り金
	○○
	

	　貯蔵品
	○○
	
	　その他の流動負債
	○○
	

	　短期貸付金
	○○
	
	流動負債合計
	
	○○○

	　未収金
	○○
	
	
	
	

	　立替金
	○○
	
	固定負債
	
	

	　前払金
	○○
	
	　長期借入金
	○○
	

	　その他の運用財産　
	○○
	
	　私学振興会借入金
	○○
	

	運用財産合計
	
	○○○
	　学校債
	○○
	

	
	
	
	　その他の固定負債
	○○
	

	基本財産
	
	
	固定負債合計
	
	○○○

	　校地
	○○
	
	
	
	

	　校舎
	○○
	
	引当金
	
	

	　校具
	○○
	
	　退職給与引当金
	○○
	

	　備品
	○○
	
	　減価償却引当金
	○○
	

	　図書
	○○
	
	引当金合計
	
	○○○

	　建設仮勘定
	○○
	
	
	
	

	　借地借家権
	○○
	
	設立当初純資産
	
	○○○

	　基本財産整備積立金
	○○
	
	
	
	

	　その他の固定資産
	○○
	
	余剰金
	
	

	基本財産合計
	
	○○○
	　校舎増築基金
	○○
	

	
	
	
	　厚生基金
	○○
	

	欠損金
	
	
	　育英基金
	○○
	

	　繰越欠損金
	○○
	
	　別途積立金
	○○
	

	　当期欠損金
	○○
	
	　繰越剰余金
	○○
	

	欠損金合計
	
	○○○
	　当初剰余金
	○○
	

	
	
	
	剰余金合計
	
	○○○

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	
	

	
	
	
	　○○○○
	○○
	

	
	
	
	　○○○○
	○○
	

	
	
	
	　○○○○
	○○
	

	
	
	
	その他合計
	
	○○○

	合計
	
	○○○○
	合計
	
	○○○○
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